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京都市情報公開条例第１８条第１項の規定に基づく諮問について（答申） 

 

  

令和２年８月６日付け保生生第７６号をもって諮問のありました下記のことについて，

別紙のとおり答申します。 

 

 

記 

 

 生活保護開始決定に係る決裁文書等の公文書公開請求拒否決定事案（諮問情第２１４号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

（別紙）  

１ 審査会の結論 

 

処分庁が行った公文書公開請求拒否決定処分は妥当である。 

 

２ 審査請求の経過 

 

⑴ 審査請求人は，令和２年６月２２日に，処分庁に対して，京都市情報公開条例（以下

「条例」という。）第６条第１項の規定により，「別紙，マスコミ報道に関する公文書一

切」と記載したうえ，令和２年６月１９日付けの新聞記事（警察官が男性から現金をだ

まし取った詐欺事件（以下「本件詐欺事件」という。）に係るもの）を添付し公開請求（以

下「本件請求」という。）を行った。 

 

⑵ 本件請求を受けて，処分庁は，本件請求において審査請求人が求めている具体的な文

書について確認を求めたところ，以下の趣旨であった。 

 

新聞記事には，本件詐欺事件の被害者（以下「被害男性」という。）は生活保護受

給者とあるが，多額の金額を保有している者は生活保護の開始に至らないはずであ

る。ついては，どのような経過で生活保護を受けていたのかが分かる文書の公開を希

望する。具体的には，被害男性の「保護開始決定に係る決裁文書」及び「保護開始に

関わった担当職員の職員簿」である。 

 

⑶ 処分庁は，本件請求に対して条例第９条第１項及び第１０条第２項の規定により公

文書公開請求拒否決定処分（以下「本件処分」という。）を行い，令和２年７月２日付

けでその旨及びその理由を次のとおり審査請求人に通知した。 

 

今回の公文書公開請求に対して，京都市の生活保護担当部局が公文書の存否を答

えるだけで，当該被害男性が特定されるおそれがあり，かつ，特定個人に関する非公

開情報である生活保護受給の有無を明らかにしてしまうこととなるため。 

仮に文書が存在するとしても，条例第７条第１号により非公開情報に該当する。 

 

⑷ 審査請求人は，令和２年７月２６日に，本件処分を不服として，行政不服審査法第２

条の規定により，本件処分の取消しを求める審査請求を行った。 

 

３ 審査請求の趣旨 
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 本件審査請求の趣旨は，本件処分の取消しを求めるというものである。 

 

４ 処分庁の主張 

 

 弁明書及び審査会での職員の説明によると，処分庁の主張は，次のとおりであると認め

られる。 

 

⑴ 審査請求人による本件審査請求の理由について 

審査請求人の審査請求の理由としては，本件処分における公文書公開請求拒否決定

通知書に記載されている「公開請求を拒否する理由」が，条例第７条第１号本文に該当

しないとの主張であると解される。 

 

⑵ 本件請求に係る文書について 

審査請求人は，上記２⑵のとおり，被害男性が生活保護受給者であることを前提と

して，被害男性が生活保護を受給するに至る資料として，被害男性に係る「保護開始

決定に係る決裁文書」及び「保護開始に関わった担当職員の職員簿」を求めている。 

仮にこれらの文書が存在するとすれば，その性質上，いずれも本市の生活保護受給

者に関連する内部資料となる文書であることから，内容の如何を問わず，その存否を

明らかにするだけで，被害男性の生活保護受給の有無が明らかになるものである。 

 

⑶ 条例第７条第１号に該当することについて 

本件に係る公文書公開請求書の別紙においては，被害男性が生活保護受給者である

ことを前提に報道がなされているものの，本市が，報道機関に対して，被害男性の生活

保護受給有無を踏まえて回答したことはない。 

また，本件詐欺事件については，報道等もされており，訴訟係争中などの情報も散見

され，社会的関心も高いことからすれば，他の情報と照合することにより，被害男性が

特定され得るものと言え，本件請求に対して，京都市の生活保護担当部局が公文書の存

否を答えるだけで，特定個人である被害男性が生活保護を受給しているかどうかとい

う通常他人に知られたくないセンシティブな情報を明らかにしてしまうこととなり，

かつ，被害男性が生活保護受給者であることを前提に報道がなされていることに対し

て，京都市における生活保護行政を担う処分庁が追認することとなってしまうため，条

例第７条第１号の「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除

く。）であって，個人が識別され，又は識別され得るもののうち，通常他人に知られた

くないと認められるもの。」に該当すると判断し，条例第９条第１項及び第１０条第２

項の規定により本件処分を行ったものである。 
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⑷ 以上のとおり，本件処分に違法又は不当な点はない。 

 

５ 審査請求人の主張 

 

  審査請求書によると，審査請求人の主張はおおむね次のとおりである。 

 

本件請求に係る対象公文書については，既に公開されている事案であり，条例第７条第

１号に該当しない。また，公金不正使用事案については，公開されなければならない。 

 

６ 審査会の判断 

 

 当審査会は，処分庁の主張及び審査請求人の主張を基に審議し，次のとおり判断する。 

 

⑴ 本件請求に係る公文書について 

審査請求人の求める文書は，本件詐欺事件における被害男性が生活保護受給者であ

ることを前提とした，被害男性に係る「保護開始決定に係る決裁文書」及び「保護開始

に関わった担当職員の職員簿」である。 

 

⑵ 条例第９条第１項該当性について 

処分庁は，条例第９条第１項の規定に基づき，公文書の存否を明らかにしないで非公

開としたので，この点について検討する。 

 

  ア 条例第９条第１項について 

公文書公開請求に対しては，当該公開請求の対象となる公文書の存否を明らかに

した上で，公開決定等を行うことが原則であるが，条例第９条第１項は，当該公文書

の存否を明らかにしただけで，条例第７条各号の非公開情報を公開することとなる

場合に限り，例外として公文書の存否を明らかにしないで，当該公開請求を拒否する

ことができる旨を定めている。 

    本件処分について，処分庁は，本件請求に係る公文書の存否を明らかにするだけで，

条例第７条第１号に該当する非公開情報を公開することになると主張している。一

方，審査請求人は，既に公開されている事案であり，条例第７条第１号には該当しな

いと主張している。 

 

イ 条例第７条第１号について 

 条例第７条第１号は，個人のプライバシーの保護に最大限の配慮をし，個人に関す

る情報が公開されてプライバシーが侵害されることのないよう，「個人に関する情報

であって，個人が識別され，又は識別され得るもののうち，通常他人に知られたくな

いと認められるもの」について，非公開とすることを定めたものである。 
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なお，「通常他人に知られたくないと認められるもの」に該当するか否かについて

は，一般の感受性を基準として，客観的に通常他人に知られたくないものと認められ

るものであるか否かで判断されるべきである。 

 

ウ 公文書の存否を明らかにすることが条例第７条第１号に該当する情報を公開する

ことになることについて 

(ｱ) まず，生活保護受給の有無については，個人の生活状況や所得状況等を明らか

にする情報であるから，「通常他人に知られたくないと認められるもの」に該当す

ると認められるところ，処分庁が本件請求に係る公文書の存否を応答すれば，被害

男性の生活保護受給の有無が公開されることになることは明らかである。 

 

(ｲ) 次に，被害男性が「識別され，又は識別され得る」かどうかであるが，当審査会

が諮問庁に確認したところ，本件請求の請求日時点において本件詐欺事件に係る

訴訟は係争中であるとのことであり，そうすると，新聞記事においては被害男性の

氏名等は明らかでないものの，何人も裁判の傍聴等により被害男性の氏名等を知

り得る（被害男性が識別され得る）ものと認められる。 

 

(ｳ) なお，審査請求人は，既に公開されている事案であることから条例第７条第１

号に該当しないと主張するが，被害男性を識別したうえでその生活保護の受給の

有無を知る者はごく少数の者に限られるから，このような主張を認めることはで

きない。 

 

(ｴ) また，審査請求人は，公金不正使用事案については公開されなければならない

とも主張するが，仮に公金不正使用事案であったとしても，情報の公開・非公開は

被害男性に関する社会的評価により判断すべきものではなく，その他，人の生命，

身体，健康，生活又は財産を保護するために公開する必要性（条例第７条第１号た

だし書の該当性）も特に認められない。 

 

エ 判断 

よって，当審査会は，本件請求は公開請求に係る公文書が存在しているか否かを答

えるだけで，条例第７条第１号の規定により保護されるべき利益が損なわれる場合

に該当するものであり，処分庁が本件処分を行ったことは妥当であると判断する。 

 

⑶ 結論 

以上により，「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 
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（参 考） 

１ 審議の経過 

 

令和２年 ８月 ６日 諮問 

     ８月２５日 諮問庁からの弁明書の提出 

令和３年 ６月 ３日 諮問庁の職員の口頭理由説明（令和３年度第２回会議） 

     ７月 ８日 審議（令和３年度第３回会議） 

 

※ 審査請求人から意見陳述の希望がなかったので，意見の聴取は行わなかった。 

 

２ 本件諮問について調査及び審議を行った部会 

第１部会（部会長 北村 和生） 

  

 


